
成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進
（前年度予算額：１,１０３百万円）

平成26年度予定額：１,６７９百万円

【 日本再興戦略 －JAPAN is BACK－（平成25年6月14日閣議決定）】
一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～
２．雇用制度改革・人材力の強化
④女性の活躍促進 ○女性のライフステージに対応した活躍支援

・ ･･･社会人の学び直し支援等を行うほか、･･･女性の起業等を促進する。
⑤若者・高齢者等の活躍促進 ○若者の活躍促進

・ 大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な人材の育成等を行うオーダーメード型の職業教育プログラム
を新たに開発・実施するとともに、プログラム履修者への支援を行うなど、社会人の学び直しを推進する。

【 経済財政運営と改革の基本方針 ～脱デフレ・経済再生～（平成25年6月14日閣議決定）】
３．教育等を通じた能力・個性を発揮するための基盤強化
（２）女性の力の最大限の発揮

･･･継続就業・再就職支援等女性のライフステージに対応した活躍支援･･･を進める。
（４）若者・高齢者等の活躍推進、セーフティネットの整備

･･･企業ニーズに即した社会人の学び直し･･･により、若者の活躍を推進する。

（対象） 社会人、生徒・学生、育児休業中及び育児休業から復帰直
後の女性や子育てのために長期間離職している女性

（内容） 就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知
識・技術・技能を身につけるための「社会人や女性の学び直
し教育プログラム」を開発・実証する。
その際、託児サービスなど、女性が学びやすい学習環境に

配慮する。

（手法） 平成25年度までに完成したモデルカリキュラム等を活用し
て、各地域の専修学校等において、地元の企業や業界団体等
のニーズを踏まえた「オーダーメード型教育プログラム」の
開発・実証を行い、その課題とノウハウを蓄積し、とりまと
め、全国に提供する。

【 36プログラム×3か所 等】

「社会人や女性の学び直し教育プログラム」の全国
展開（地域版学び直し教育プログラムの開発・実証
等）

【新規】

専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界等が産学官コンソーシアムを組織し、その下で具体
的な職域プロジェクトを展開し、協働して就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を身につけ
るための学習システム等を構築する。そのような取組を通じて、成長分野等における中核的専門人材や高度人材の養成を図ると
ともに、特に、社会人や女性の学び直しを全国的に推進する。（平成23年度～）

「環境・エネルギー」「食・農林水産」「医療・福祉・
健康」「クリエイティブ」「観光」「ＩＴ」などの分野に
わたる67プロジェクトにおいて、➀モデルカリキュラムの
開発・実証、②モデルカリキュラムに係る達成度評価手法
の開発・実証 など

[うち、平成25年度中にモデルカリキュラムが完成するのは、
次の36プロジェクト]

○ 環境・エネルギー分野の「建築･土木･設備」

○ 食・農林水産分野の「６次産業化プロデューサー」

○ 医療･福祉･健康分野の「介護」「看護」

○ クリエイティブ（ファッション）分野の「グローバルビ
ジネス」

○ クリエイティブ（アニメ・漫画）分野の「アニメ人材」
「デザイン」

○ 観光分野の「プランナー」

○ IT分野の「クラウド」「スマホ」

など

職 域 プ ロ ジ ェ ク ト

・広域的な企業・業界団体等のニーズ調査・分析
・中核的専門人材養成のための目標設定・共有
・職域プロジェクト毎の進捗管理・評価 等

コ ン ソ ー シ ア ム （ 分 野 別 ）

引き続き、継続中の31プロジェクトにおいて、➀モデル
カリキュラムの開発・実証、②モデルカリキュラムに係る
達成度評価手法の開発・実証 など

・広域的な企業・業界団体等のニーズ調査・分析
・中核的専門人材養成等のための目標設定・共有
・職域プロジェクト毎の進捗管理・評価 等

各分野ごとにコンソーシアムを組織し、職域プロジェクトで
全国的な標準モデルカリキュラム等を開発・実証

引き続き、全国的な標準モデルカリキュラム等を開発・実
証するとともに、平成25年度までに完成したモデルカリキュラ
ム等を活用して、「オーダーメード型教育プログラム」の全国
展開のための地域版の教育プログラムを開発・実証

平成25年度 平成26年度

（背景）

（事業の趣旨）

社会人や女性の学び直しを全国的に推進

コ ン ソ ー シ ア ム （ 分 野 別 ）

職 域 プ ロ ジ ェ ク ト



大学院

「大学院プログラム開発委員会」を組織し、産業界等との協働により、
以下の流れで大学院プログラムの開発・実証等を実施。

産業界等

(「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」事業で組
織されている、産学官コンソーシアムの参画企業との連携も考えられる。)

高度人材養成のための社会人学び直し大学院プログラム

平成２６年度予定額 １９１百万円（新規）
(※「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」事業に計上)

「日本再興戦略 －JAPAN is BACK－」
大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な人材の養成等を行うオーダーメード型の職業教育プログラムを新たに開発・実施するととも

に、プログラム履修者への支援を行うなど、社会人の学び直しを推進（平成25年6月閣議決定）

１．背 景

・内容：大学院と産業界等が協働して、社会人のキャリアアップに必要な高度かつ専門的な知識・技術・技能を身につけるための大学院プログラムを構築し普及する。
そのような取組を通じて、成長分野等における高度人材養成を図るとともに、社会人の学び直しを全国的に推進する。

・対象機関：大学院
・事業期間：最大３年間
・件数：１５件程度(委託費)
・支援要件：大学院プログラムの開発・実証等の各段階で、産業界等との連携を行うこと

２．事業概要

グローバル社会での高度な職務実施能力やイノベーションの創出に必要な資質等を備えた人材を養成

委員会は、大学教員
(他大学含む)、産業界
等の者により構成

①産業界等の
ニーズ調査・分析

②高度人材養成の
ための目標設定・

共有

③開発に必要な人
的・物的資源の把握

④大学院プログラムの
開発・実証

(大学院プログラムの評価手法
も併せて開発）

⑤大学院プログラムの実
証とその結果の反映

(産業界等における活用促進・評価等)

コーディネーター
による開発支援

大学院プログラム開発委員会

金融

工業

文
部
科
学
省

委託

成果の
報告

様々な分野例

(連携の例)
・大学院プログラム開発・実証
等に携わる人材の産業界等
からの参加

・高度人材養成に係る目標設
定・共有

・産業界等と協働した大学院
プログラムの開発・実証

・産業界等のニーズに応じた
大学院プログラムを教えられ
る者(実務家教員)の発掘

等

大学院と産業界等
との連携

観光

社会
基盤

環境・
エネルギー

食・農
林水産

医療・
福祉


